
資料３

循環型社会形成推進基本法に基づく各法律の体系・機能の整理について

（中間報告）

１ 循環型社会形成推進基本法の特徴

循環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）は、循環型社会の形成を推進

するための基本的な枠組みとなる法律として平成12年に制定された。その特徴として

は別紙のとおりである。

２ 循環法体系の整理について

循環型社会形成推進基本法の制定10年に当たり、循環型社会形成推進基本法の枠組

みの下にある廃棄物・リサイクル対策関連法律において、循環型社会形成推進基本法

がどのように活かされているか等を整理し、循環型社会形成推進基本法が我が国の循

環法体系の形成に果たしている役割を整理する。

、 、 。循環法体系の整理に当たっては 次の法学者の協力 アドバイスを得ることとする

◎アドバイザー

赤渕 芳宏 名古屋大学大学院環境学研究科准教授

浅野 直人 福岡大学法学部教授

大塚 直 早稲田大学法務研究科教授

奥 真美 首都大学東京都市教養学部教授

福士 明 北海学園大学法学部教授

（五十音順、敬称略）

３ 具体的な整理の方法について

循環型社会形成に係る各法律について、各主体の役割等、循環型社会形成推進基本

法との関係の観点から整理する。

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）

・資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）

・容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律

第112号）

・特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第97号）

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）

・食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成12年法律第116号）

・使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成14年法律第87号）





（別紙１）

循環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）の特徴

１．循環型社会の定義

循環型社会を 「製品等が廃棄物となることが抑制され、並びに製品等が循環資源、

となった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促進さ

れ、及び循環的な利用が行われない循環資源については適正な処分が確保され、もっ

て天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会」と定義（第

２条第１項 。）

２．法の対象物

対象物を、有価・無価を問わず「廃棄物等」として一体的に捉え、発生した廃棄物

等については、その有用性に着目して「循環資源」として捉え直し、その循環的な利

用（再使用、再生利用及び熱回収）を図るべきことを規定している（第２条第２項、

第３項等 。）

３．廃棄物・リサイクル対策の優先順位

第一に発生抑制、第二に再使用、第三に再生利用、第四に熱回収、最後に適正処分

という優先順位を規定（第５条～第７条 。）

４．各主体の役割分担

循環型社会の形成のための取り組み主体である、国、地方公共団体、事業者及び国

民のそれぞれの責務を規定（第９条～第12条 。）

５．排出者責任の明確化

事業者及び国民の排出者責任の規定。

事業者としては、自ら適正に循環的な利用又は処分をすべき責務、国民としては、

分別回収への協力等、循環的な利用の促進に努めるとともに、適正な処分に関し国及

び地方公共団体に協力する責務等の規定（第11条第１項、第12条第１項等 。）

６．拡大生産者責任の明確化

生産者が、製造する製品の耐久性の向上、設計の工夫、材質や成分の表示等を行う

責務、適切な役割分担の下、引取り、引渡し又は循環的な利用を行う責務を規定（第

11条第２項、第11条第３項 。）



７．循環型社会形成推進基本計画の策定

循環型社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、循環型社会

形成推進基本計画の策定義務を規定（第15条第１項 。）

８．循環型社会の形成に関する基本的施策

国又は地方公共団体が講ずべき施策について具体的に規定（第17条～第32条 。）

・国が、自ら率先して再生品を使用、再生品の使用を促進するための措置を講ず

ること（第19条 。）

・国が、循環資源の循環的な利用等に伴って環境の保全上の支障が生ずることを

防止するための措置を講ずること（第21条 。）

・経済的助成措置、経済的負担を課す措置の場合は調査、研究し、国民の理解と

協力を得るように努めること（第23条第１項、第２項 。 等）



廃棄物処理法 資源有効利用促進法

容 器 包 装
リサイクル法

環境基本法 環境基本計画

＜ 再生利用の推進 ＞＜ 廃棄物の適正処理 ＞

個別物品の特性に応じた規制

びん、ペットボトル、
紙製・プラスチック
製容器包装等

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）

木材、コンクリート、
アスファルト

食品残さ 自動車

家 電
リサイクル法

食 品
リサイクル法

建 設
リサイクル法

自 動 車
リサイクル法

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

①廃棄物の発生抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

ﾘﾃﾞｭｰｽ
ﾘｻｲｸﾙ → ﾘﾕｰｽ

ﾘｻｲｸﾙ

(１Ｒ) (３Ｒ)

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

H6.8完全施行
H18.4 全面改正公表

H13.１完全施行

H15.3 公表
H20.3 改定

H22.6
一部改正

H13.4
全面改正施行

H13.5

完全施行

H19.6

一部改正

H13.4

完全施行

H12.4

完全施行

H18.6

一部改正

H14.5

完全施行

H17.1

本格施行

H13.4 完全施行

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、洗
濯機・衣類乾燥機

循環型社会の形成に係る法律群循環型社会の形成に係る法律群
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（参考）


